
〔添付資料〕         

 

           １．企業集団の状況 

 

当企業集団は、当社及び当社の子会社２社により構成されております。 

主な事業内容は外航海運業であり、当社及び子会社２社の所有する船舶の自社運

航と定期貸船を行っております。 

また、同業他社から定期用船した船舶の自社運航及び定期貸船も行っております。 

その他、当企業集団では不動産賃貸業を併営しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            ２．経  営  方  針 

 

当企業集団は、運航部門では所有船舶及び同業他社から定期用船した船舶による

北米・カナダ・豪州からの穀物輸送、北米・ニュージーランドからの木材輸送等を

日本向けを中心に行っております。 

一方、貸船部門では石炭専用船、ハンディ型船を定期用船とする船主業務を行っ

ております。 

今後は更に、輸送需要及び輸送形態に対応しながら輸送貨物の多様化と効率化を

図り、安全運航、顧客との信頼関係の強化、運航コストの削減を実施し、高収益

体質の会社を目指してまいります。 

 

 

３．経営成績および財政状態 

 

（１）経営成績 

 

当連結会計年度における世界経済は、全体的な景気後退のうちに推移し、また国

内経済も更に下降傾向を続けたため、その影響を受け海運市況も低迷を続け、特

に昨年９月11日の米国にて発生した同時多発テロを契機に、世界的に先行き不安

感が高まり、物流関連各業種は在庫調整や新規商談について模様眺めに転じた結

果、海運市況は更なる下落を余儀なくされました。 

これを不定期船市況の指標で見ると、主に鉄鋼原料輸送に携わるケープ型船の定

期用船料は昨夏以降日建て１万ドルを割り込み、また穀物・石炭等に携わるパナ

マックス型船の定期用船料も６千米ドルから８千米ドルの低レベルで推移しまし

た。 
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当企業集団の主力船であるスモールハンデイ型船は、他の船型程には大きな下落

はなかったものの、期中を通じて市況が低迷したことにより、運航収支に大きく

影響を及ぼしました。 

特に当企業集団の主力輸送貨物であった木材運賃市況は、国内の住宅着工件数の

減少、住宅業界の淘汰・合理化等により、輸入量が大幅に減少したため、下落の

一途をたどりました。 

これを米材標準船型の運賃指標で見ると、期初の一航海当たり６８万米ドルは期

末には５０万米ドルと大幅に下落し、現在当企業集団の主力輸送貨物である食糧

庁向け麦輸送運賃も期初のトン当たり２８米ドルから２３米ドルに下落しました。 

なお、船舶燃料油価格は期初のトン当たり１７０米ドル台であったものが、期中

には１３０米ドル台となり、期末には原油価格高騰の影響を受け、再び１７０米

ドル台にまで高騰しました。 

為替相場においては当連結会計年度上半期は緩やかな円高基調で推移しました

が、下半期には企業の経営破綻による影響と日本経済の景気回復の遅れにより円

安に転じ、年間平均では１２５．１８円と前年比１４円強の円安となりました。 

一方、当企業集団においては、前連結会計年度に海外売船した２隻の代替船２隻

が竣工し、船隊の改善を図るとともに同業他社への定期用船により収益の安定化

を図りました。 

 

以上の結果、売上高は６，７０７百万円、営業損失は２０５百万円となり、支払

利息及び為替換算差損等により経常利益は４１１百万円の損失となりました。 

特別利益において投資有価証券売却益２９百万円、前連結会計年度損益修正益 

１２百万円、特別損失において投資有価証券売却損２３３百万円、当企業集団の

本店を神戸市から東京都に移転した諸掛費用２８百万円、退職給付会計の変更時

差異償却額（５年償却）８２百万円当を加減し、法人税等調整額３２６百万円を

計上した結果、当期純利益は４３５百万円の損失となりました。 

 

所在地別のセグメント状況は以下のとおりであります。 

 

国内の売上高は７，２４９百万円、営業利益は１０５百万円であり、国外（パナ

マ）の売上高は２，７６０百万円、営業費用は３，０７１百万円、営業損失は 

３１１百万円となりました。 

 

次期の市況見通しは、国内の景気指標の一部には明るい兆しが見え始めてはいる

ものの、依然として低迷が続いており、その影響を受けて海運市況も引き続き低

調に推移するとの見方が強く、厳しい景況が予想されますが、当企業集団は新規

荷主の獲得等による営業活動の拡大と業績改善に向けて懸命の努力をする所存で

あり、次期の業績を売上高１０，１００百万円、経常利益は１８０百万円で予想し

ておりますが、特別損失に船舶売却損を計上することにより、当期純利益は 

２００百万円の損失を予想しております。 

尚、業績の見通しにおける主要な為替レートを１２８円／米ドルで設定しており

ます。 

 

（２）財政状態 

 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は 

１，６１７百万円となり、前連結会計年度末と比較して３８６百万円減少しました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により増加した資金は７６７百万円で、これは主に減価償却費 

１，３７３百万円、投資有価証券売却益２２１百万円、為替換算差益６４百万円、

仕入債務の増加額５３百万円等による増加と、税金等調整前当期純損失７４７百 

 

－ ３ － 



 

万円、売上債権の増加額６０百万円、その他流動負債の減少額７０百万円等の減

少によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により減少した資金は２，３８３百万円で、これは主に有形固定資産の

取得（船舶建造）による支出３，０１５百万円と、投資有価証券売却による収入 

６２４百万円等によるものです。 

   

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により増加した資金は１，１４０百万円で、これは主に長期借入金 

（船舶建造資金）の借入２，７９０百万円と、長期借入金の返済１，６９６百万

円等によるものです。 

 

次期のキャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローは営

業活動の拡大と業績改善により税金等調整前当期純利益を確保すること、また減

価償却費の増加により、１，４００百万円と予想しております。 

投資活動によるキャッシュ・フローは設備投資等を見込んでいないため、支出は 

大幅に減少すると予想しております。 

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の返済１，７００百万円と予想

しております。 

以上により、資金の期末残高は当連結会計年度末と概ね同等と予想しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－４－ 



             ４．連結財務諸表等       

 

                （１）連結比較貸借対照表              （単位 百万円） 

 
 

          期  別 

  科  目 

前連結会計年度 

(平成13年3月31日) 

当連結会計年度 

(平成14年3月31日) 

比較増減（△） 

（当期－前期） 

 (  資 産 の 部  ) 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

海 運 業 未 収 金 

有 価 証 券 

貸 付 金 

貯 蔵 品 

繰 延 及 び 前 払 費 用 

そ の 他 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

船 舶 

建 物 ・ 構 築 物 

車 輛 ・ 運 搬 具 

器 具 ・ 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

 

投 資 そ の 他の資産 

投 資 有 価 証 券 

そ の 他 長 期 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

  （２１，５４０） 

    ２，５６０  

    １，９２１ 

      １６８ 

       ９７ 

       ７０ 

      １２０ 

       ６５ 

      １１７ 

      △ ０ 

 

   １８，９８０  

   １７，０９１  

   １６，１９０ 

       ９２ 

        ３ 

        ３ 

      １２０ 

      ６８１ 

 

        １  

        １ 

 

    １，８８７  

    １，７５１ 

      １３５ 

      △ ０ 

 

  （２１，８８１） 

    ２，２５０  

    １，６１７ 

      ２２８ 

        － 

       ７０ 

       ８９ 

       ５９ 

      １８４ 

      △ ０ 

 

   １９，６２３  

   １８，７２９  

   １８，５０４ 

       ８４ 

        － 

       １９ 

      １２０ 

        － 

 

        １  

        １ 

 

      ８９２  

      ７６６ 

      １２６ 

      △ ０ 

 

 （    ３４１） 

    △ ３１０  

    △ ３０４ 

       ６０ 

     △ ９７ 

        － 

     △ ３０ 

      △ ６ 

       ６７ 

        ０ 

 

      ６４３  

    １，６３８  

    ２，３１４ 

      △ ８ 

      △ ３ 

       １６ 

        － 

    △ ６８１ 

 

        －  

        － 

 

    △ ９９４  

    △ ９８５ 

      △ ８ 

        ０ 

 

 

資 産 合 計    ２１，５４０    ２１，８７４       ３３３ 

 

 

 

 

 

                     －  ５  － 



 

                                      （単位 百万円） 
 

           期  別 

  科  目 

   前連結会計年度 

(平成13年3月31日) 

   当連結会計年度 

(平成14年3月31日) 

比較増減（△） 

（当期－前期） 

(  負 債 の 部  ) 

流 動 負 債 

海 運 業 未 払 金 

短 期 借 入 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

繰 延 税 金 負 債 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 流 動 負 債 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

特 別 修 繕 引 当 金 

そ の 他 固 定 負 債 

 

(  少 数 株 主 持 分 ） 

 

( 資 本 の 部 ） 

資 本 金 

 

連 結 剰 余 金 

 

そ の 他有価証券差額金 

 

為 替 換 算 調 整 

 

自 己 株 式 

  （１６，４１６） 

    ３，７１３  

      ４０５ 

    ２，６５７ 

       ３５ 

       １５ 

      ３８１ 

      １３８ 

        ２ 

       ２３ 

       ５４ 

 

   １２，７０３  

   １０，４８７ 

    １，９９４ 

      １２８ 

       ７９ 

       １３ 

 

        －  

 

   （５，１２３） 

    １，２５０  

 

    ３，０１４  

 

        －  

 

      ８５９  

 

      △ ０  

  （１７，３６８） 

    ３，８５１  

      ４５８ 

    ２，８００ 

        ０ 

        ８ 

      ３９２ 

      １００ 

        ５ 

       ３４ 

       ５０ 

 

   １３，５１６  

   １１，６３８ 

    １，６６６ 

      １０５ 

       ７６ 

       ２９ 

 

        －  

 

   （４，５０５） 

    １，２５０  

 

    ２，５７９  

 

    △ １８３  

 

      ８５９  

 

      △ ０  

 （    ９５１） 

      １３８  

       ５３ 

      １４３ 

     △ ３５ 

△ ６ 

１１ 

     △ ３８ 

        ３ 

       １１ 

      △ ３ 

 

      ８１３  

    １，１５０  

    △ ３２８ 

     △ ２２ 

      △ ２ 

       １６ 

 

        －  

 

  （ △ ６１８） 

        －  

 

    △ ４３５  

 

    △ １８３  

 

        －  

 

      △ ０  

 

負債、少数株主持分及び資本合計    ２１，５４０    ２１，８７４       ３３３ 

 

 

 

                     －  ６  － 



                （２）連結比較損益計算書         
                                       （単位 百万円） 
 

            期  別 
 
  科  目 

  前連結会計年度 
(自 平成12年4月 1日) 
(至 平成13年3月31日) 

  当連結会計年度 
 (自 平成13年4月 1日) 
 (至 平成14年3月31日) 

比  較 
 
増 減（△） 

運 賃 
貸 船 料 
そ の 他 海 運 業 収 益 
そ の 他 事 業 収 益 

    ４，２３９ 
    １，８３４ 
       ２４ 
       ２６ 

    ４，４６７ 
    ２，１８２ 
       ３１ 
       ２５ 

    ２２７ 
     ３４８ 
       ６ 
     △ ０ 

 
 営 
 業 
 収 
 益 

        計     ６，１２４     ６，７０７      ５８２ 

運 航 費 
船 費 
借 船 料 
そ の 他 海 運 業 費 用 
そ の 他 事 業 費 用 
一 般 管 理 費 

    １，８２９ 
    ２，８５９ 
       ８８７ 
       ８５ 
       １３ 
      ３８１ 

    １，９１７ 
    ２，８８０ 
    １，４９４ 
       ８３ 
       １２ 
      ５２４ 

      ８８ 
      ２０ 
     ６０７ 
     △ １ 
     △ １ 
     １４３ 

 
 
 営 
 
 
 業 
 
 
 損 
 
 
 益 

 
 
 営 
 業 
 費 
 用 

      計     ６，０５７     ６，９１３      ８５５ 

  営 業 損（△）益       ６７     △ ２０５    △ ２７３ 

受 取 利 息 
受 取 配 当 金 
為 替 換 算 差 益 
そ の 他 

      １０７ 
       １８ 
      ２３６ 
       ４８ 

       ４２ 
       ２４ 
        － 
       ２０ 

    △ ６５ 
       ６ 
   △ ２３６ 
    △ ２７ 

 
 営 
 業 
 外 
 収 
 益       計       ４１０        ８７    △ ３２２ 

支 払 利 息 
為 替 換 算 差 損 
そ の 他 

      ３０６ 
        － 
       ３５ 

      １８８ 
       ４８ 
       ５５ 

   △ １１７ 
      ４８ 
      ２０ 

 
 
 
 営 
 
 業 
 
 外 
 
 損 
 
 益 

 営 
 業 
 外 
 費 
 用       計         ３４１         ２９３     △ ４８ 

 
 
 
 
 
 経 
 
 
 
 
 
 
 
 常 
 
 
 
 
 
 
 
 損 
 
 
 
 
 
 
 
 益 

   経 常 損（△）益       １３６     △ ４１１    △ ５４７ 

 特 
 別 
 利 
 益 

過 年 度 損 益 修 正 益 
固 定 資 産 売 却 益 
為 替 換 算 差 益 
そ の 他 
        計 

        ３ 
      １９５ 
      ６３５ 
        ５  
      ８４０ 

       １２ 
       ２９ 
        － 
        ０  
       ４２ 

       ９ 
   △ １６５ 
   △ ６３５ 
    △ ５  
   △ ７９７ 

 
 
 特 
 
 別 
 
 損 
 
 益 

 特 
 別 
 損 
 失 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 
本 店 移 転 諸 掛 費 用 
退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 償 却 
そ の 他 
         計 

      ２４２ 
        － 
       ８２ 
       ２７  
      ３５２ 

      ２３３ 
       ２８ 
       ８２ 
       ３４  
      ３７９ 

     △ ８ 
      ２８ 
       － 
       ７ 
      ２７ 

 

税金等調整前当期純損（△）益 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 
法 人 税 等 調 整 額 
当 期 純 損 （ △ ） 益 

      ６２４ 
       ５４ 
      ３０６ 
      ２６３ 

    △ ７４７ 
       １３ 
    △ ３２６ 
    △ ４３５ 

△ １，３７２ 
    △ ４０ 
   △ ６３２ 
   △ ６９９ 

 

 
 
 
                     －  ７  － 
 



               （３）連結剰余金計算書           
 
                                      （単位 百万円） 
 

               期    別 
 
   科   目 

前連結会計年度 
(自 平成12年4月 1日) 
(至 平成13年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成13年4月 1日) 
(至 平成14年3月31日) 

 
  連結剰余金期首残高 
 

 
        ２，７５０   
 

 
        ３，０１４   
 

 
  連結剰余金増加高 

 
            － 

 
            － 

 
  連結剰余金減少高 

 
            － 

 
            － 

 
  当期純損（△）益 

 
            ２６３ 

 
         △  ４３５ 

 

 
  連結剰余金期末残高 

 
         ３，０１４   

 
         ２，５７９  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     －  ８  － 



               （４）連結キャッシュフロ－計算書         （単位 百万円） 
 

               期    別 
 
   科   目 

前連結会計年度 
(自 平成12年4月 1日) 
(至 平成13年3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成13年4月 1日) 
(至 平成14年3月31日) 

 

 １．営業活動によるキャッシュ・フロ- 
税 金等調整前当期純利益 
減 価 償 却 費 
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 
賞 与 引 当 金 の 増 加 額 
退職給付引当金の増加額 
特別修繕引当金の増加額 
受取利息及び受取配当金 
支 払 利 息 
固 定 資 産 売 却 益 
有 価 証 券 / 投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
為 替 換 算 差 額 
未 収 消 費 税 の 増 減 額 
船 内 準 備 金 の 増 減 額 
た な 卸 資 産 の 増 減 額 
売 上 債 権 の 増 減 額 
その他流動資産の増減額 
仕 入 債 務 の 増 減 額 
その他流動負債の増減額 

       小計 
利息及び配当金の受領額 
利 息 支 払 額 
法 人 税 等 支 払 額 

   営業活動によるキャッシュ・フロ- 
 
 ２．投資活動によるキャッシュ・フロ- 

有 価証券取得による支出 
有価証券売却による収入 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
貸 付 金 に よ る 支 出 
貸付金の返済による収入 
その他投資の取得による支出 
そ の 他 投 資 の 解 約 及 び 売 却 に よ る 収 入 

   投資活動によるキャッシュ・フロ- 
 ３．財務活動によるキャッシュ・フロ- 

短 期 借 入 金 増 加 額 
長 期 借 入 に よ る 収 入 
長期借入金の返済による支出 
そ の 他 

    財務活動によるキャッシュ・フロ- 
 
 ４．現金及び現金同等物に係わる換算差額 
 
 ５．現金及び現金同等物の増減額 
 
 ６．現金及び現金同等物期首残高 
 
 ７．現金及び現金同等物期末残高 

 
          ６２４ 
        １，４０３ 
            ０ 
          △ ２ 
           ４３ 
         △ １５ 
        △ １２５ 
          ３０６ 
        △ １９５ 
          ２４２ 
            ９ 
         △ ７２ 
          △ ４ 
            ５ 
         △ ６１ 
        △ １２４ 
            ６９ 
         △ ７１ 
          １４６  
        ２，１７６ 
           １２５ 
        △ ３１２ 
         △ ２４  
        １，９６４ 
 
 
          △ ０ 
            ５ 
        △ ６１２ 
        ３，０３１ 
        △ ７７７ 
          ３８５ 
         △ １０ 
            ８ 
         △ ３２ 
           ７１  
        ２，０７０ 
 
           ８８ 
            － 
      △ ４，７５５ 
            ０  
      △ ４，６６７ 
 
          ２４７  
 
        △ ３８４  
 
        ２，３８８  
 
        ２，００３  

 
        △ ７４７ 
        １，３７３ 
          △ ０ 
           １１ 
         △ ２２ 
          △ ２ 
         △ ６６ 
          １８８ 
           ２０ 
          ２０４ 
            ０ 
           ６４ 
          △ ４ 
          △ ７ 
           ３０ 
         △ ６０ 
          △ ３３ 
           ５３ 
         △ ４２  
          ９５７ 
            ６６ 
        △ １９５ 
         △ ６０  
          ７６７ 
 
 
            － 
            ４ 
      △ ３，０１５ 
            ２ 
          △ ９ 
          ６２４ 
          △ ０ 
            ３ 
         △ ２８ 
           ３５  
      △ ２，３８３ 
 
           ４７ 
        ２，７９０ 
      △ １，６９６ 
          △ ０  
        １，１４０ 
 
           ８８  
 
        △ ３８６  
 
        ２，００３  
 
        １，６１７  

 

 
                     －  ９  － 



 
             （５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項     
 
 
 １．連結の範囲に関する事項 
 
    連結子会社              2 社（DELICA SHIPPING S.A.／GRIFFITH S.A.) 
 
 
 ２．持分法の適用に関する事項 
 
    該当する会社はありません。 
 
 
 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 
    連結子会社の決算日は、連結財務諸表提出会社と一致しております。 
 
 
 ４．会計処理基準に関する事項 
 
  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
 
     その他有価証券 
      時価のあるもの         当期末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法 

により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定してい 
ます。）によっております。 

      時価のないもの        移動平均法による原価法によっております。 
 
 
  (2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
 
    時価法によっております。 
 
   (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
 
     貯蔵品                  移動平均法による原価法によっております。 
 
   (4) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 
     有形固定資産   
 
      船舶                  定額法によっております。 
      建物及びその他        定率法によっております。 
 
   (5) 重要な引当金の計上基準 
 
    貸倒引当金              債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については 
                 貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については 
                 個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
    賞与引当金              従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込み額に基づき当期 
                 負担額を計上しております。 
    退職給付引当金          従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職 
                 給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間末に 
                 おいて発生していると認められる額を計上しております。 
                 なお、会計基準変更時差異（４１０百万円）については、５年に 
                 よる按分額を特別損失に計上しております。 
    特別修繕引当金          船舶安全法による船舶の定期検査工事にかかる費用の支出に備え 
                 るため、過年度の特別修繕に要した費用を基礎に将来の修繕見込 
                 みを加味して計上しております。 
 
 
                     －  １０  － 



   (6) 重要なリース取引の処理方法 
 
     リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引に 
    ついては、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じております。 
 
  (7)重要なヘッジ会計の方法 
 
    ①ヘッジ会計の方法 
     繰延ヘッジ処理を採用しております。 
     なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップ 

については特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しています。 
    ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
為替予約 外貨建予定取引 
金利スワップ 借入金 
③ヘッジ方針 

     社内管理規程に基づき、為替相場の変動によるリスクを回避するためにデリバティブ取引を 
利用しており、投機目的のものではありません。 

    ④ヘッジ有効性評価の方法 
     ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も 

継続して相場変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は 
省略しております。 

 
  (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
 
    消費税等の会計処理        税抜方式を採用しております。 
 
 
 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
 ６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
 
連結剰余金計算書は、当期中に確定した連結会社の利益処分に基づいて作成しております。 

 
 ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 
    連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時 
   引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか 
   負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
 
 （追加情報）     
 
 １．金融商品会計 
 

当連結会計年度からその他有価証券のうち時価のあるものの評価方法について金融商品に係る
会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１月
２２日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較してその他有価証券評
価差額金が△１８３百万円計上されたほか、投資有価証券が１７４百万円減少し、繰延税金資産が
９百万円増加しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     －  １１  － 



 （注記事項）     
 
 １．連結貸借対照表関係 
 （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在）  
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 
(2) 担保に供している資産 
船舶 
投資有価証券 
定期預金 

(3) 保証債務等 
連帯債務のうち他の連帯債務者負担額 

７，５７４ 百万円 
 

１６，１９０ 百万円 
１８８  〃  
１３  〃  

 
９４０ 百万円 

 

９，４００ 百万円 
 

１８，５０４ 百万円 
１０８  〃  
－  〃  

 
７０５ 百万円 

 
 
 ２．連結キャッシュ・フロー計算書関係 
 
    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 
 

 （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在） 
現金及び預金勘定 
有価証券勘定 

１，９２１ 百万円 
   ８１  〃  

１，６１７ 百万円 
－  〃  

現金及び現金同等物   ２，００３ 百万円 １，６１７ 百万円 

 
 
３．税効果会計関係 
 
  (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
 

 （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在） 
繰延税金資産 
未払事業税 
前払費用 
その他有価証券評価差額金 
賞与引当金限度超過額 
退職給付引当金限度超過額 
ゴルフ会員権評価損 
繰越欠損金 
棚卸資産 
その他 

 
４ 百万円 
０  〃  
－  〃  
４  〃  
３２  〃  
３  〃  
２  〃  
９  〃  
０  〃  

 
０ 百万円 
０  〃  
８０  〃  
９  〃  
２７  〃  
３  〃  

２２７  〃  
８  〃  
５  〃  

小計 
評価性引当額 

－ 百万円 
－  〃  

３６３ 百万円 
△ ８０  〃  

繰延税金資産合計 ５７ 百万円 ２８３ 百万円 
繰延税金負債 
課税対象留保金額 
圧縮記帳積立金 
その他有価証券評価差額金 

 
３９９ 百万円 

２，０３３  〃  
 －  〃  

 
４１２ 百万円 

１，９２０  〃  
  ９  〃  

繰延税金負債合計 ２，４３３ 百万円 ２，３４２ 百万円 

繰延税金負債の純額 ２，３７５ 百万円 ２，０５８ 百万円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     －  １２  － 



  (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、 
      当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 
 
 （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在） 
 
法定実効税率 
 
〔調 整〕 
交際費等の損金不算入額 
住民税均等割等 
受取配当金等益金不算入額 
修正申告納税額 
為替換算差額 
その他 

 
４０．９ ％ 

 
 

１．６ ％ 
０．５   

△ １．９   
０．７   
２２．５   
△ ６．５   

 
 
税金等調整前当期純損失が計
上されているため、記載してお
りません。 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５７．８ ％  
 
 
 ４．退職給付関係 
 
  (1) 当企業集団は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて 
    おります。 
    また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 
    なお、退職一時金制度については、昭和５５年から適格退職年金制度への移行を段階的 
    に行い、昭和６０年に移行が完了しております。 
 
 
  (2) 退職給付債務に関する事項 
 （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在） 
 
イ．退職給付債務 
ロ．年金資産 

 
△ ５２２ 百万円 
６６  〃  

 
△ ３８２ 百万円 
３０  〃  

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 

△ ４５６ 百万円 
３２８  〃  

△ ３５２ 百万円 
２４６  〃  

ホ．連結貸借対照表計上純額（ハ＋ニ） △ １２８ 百万円 △ １０５ 百万円 
ヘ．退職給付引当金 △ １２８ 百万円 △ １０５ 百万円 
 
   （注）当企業集団は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
 
  (3) 退職給付費用に関する事項 
 （平成１３年３月３１日現在） （平成１４年３月３１日現在） 
イ．勤務費用 
ロ．会計基準変更時差異の費用処理額 

７５ 百万円 
   ８２  〃  

７１ 百万円 
８２  〃  

ハ．退職給付費用（イ＋ロ）   １５６ 百万円 １５３ 百万円 

 
  (4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 
   イ．割引率                    ３．０ ％ 
   ロ．会計基準変更時差異の処理年数           ５ 年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     －  １３  － 



 

               （６）部門別売上高明細書           

                                      （単位 百万円） 
 

前連結会計年度 

(平成12年4月1日～平成13年3月31日) 

当連結会計年度 

(平成13年4月1日～平成14年3月31日) 

 

     金      額   比率（％）      金      額   比率（％） 

  貨物運賃     ４，２３９      ６９     ４，４６７      ６７ 

  貸船料     １，８３４      ３０     ２，１８２      ３２ 

  その他        ５０       １        ５７       １ 

 

    合   計     ６，１２４     １００     ６，７０７     １００ 

 

 

  （注）その他は、定期用船関係手数料及び不動産賃貸収入であります。 

 

 

 （参 考） 

 

  期末支配船腹 

前連結会計年度 

（平成13年３月31日現在) 

当連結会計年度 

（平成14年３月31日現在) 

比較増減（△） 

(平成14年3月期-平成13年3月期) 

 

 隻数  重量屯数（Ｋ／Ｔ）  隻数  重量屯数（Ｋ／Ｔ）  隻数  重量屯数（Ｋ／Ｔ） 

  社    船  １１      3 4 2, 9 5 0  １３      4 0 6, 1 5 0   ２     6 3, 2 0 0 

  用    船   ４    1 1 3, 6 0 6   ７    1 7 6, 8 3 8   ３     6 3, 2 3 2 

 

   合  計  １５    4 5 6, 5 5 6  ２０    5 8 2, 9 8 8   ５    1 2 6, 4 3 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     －  １４  － 



               ５．セグメント情報 
 
 
  1.  事業の種類別セグメント情報 
 
 

   前連結会計年度(平成12 年4 月1 日～平成13 年3 月31日)    当連結会計年度(平成13 年4 月1 日～平成14 年3 月31日)  

  当社及び連結子会社の営んでいる事業のうち、 
  海運業の売上高、営業利益及び資産の金額が 
  全体の売上高の合計、営業利益の合計及び 
  資産の金額の合計額に占める割合のいずれも 
  ９０％を超えているため、事業の種類別セグ 
  メント情報は、連結財務諸表規則様式第１号 
  の〔記載上の注意〕１３に基づき記載を省略 
  しております。 

 

 
同       左 

 

 
 
 
  2.  所在地別セグメント情報     
                                        (単位 百万円) 
 

    前連結会計年度    （平成12年４月１日～平成13年３月３１日）  

  日本   パナマ     計  消去又は全社   連結 

 1.売上高及び営業損益 
   売上高 
  (1)外部顧客に対する売上高 
  (2)セグメント間の内部 
     売上高及び振替高 

 
 
    ６,１２４ 
     ５６６ 

 
 
     － 
    ２,９８９ 

 
 
    ６,１２４ 
   ３,５５５ 

 
 
     － 
  (３,５５５) 

 
 
    ６,１２４ 
     － 

     計     ６,６９１     ２,９８９    ９,６８０   (３,５５５)    ６,１２４ 

  営業費用     ６,５２７     ３,０８２    ９,６１０   (３,５５３)    ６,０５７ 

  営業損(△) 益      １６３    △ ９２      ７０   (    ２)      ６７ 

 

 2.資産     ５,１７１ １６,４９５ ２１,６６６   (  １２６) ２１,５４０ 

 

 
 
                                        (単位  百万円) 
 

    当連結会計年度    （平成13年４月１日～平成14年３月３１日）  

  日本   パナマ     計  消去又は全社   連結 

 1.売上高及び営業損益 
   売上高 
  (1)外部顧客に対する売上高 
  (2)セグメント間の内部 
    売上高及び振替高 

 
 
    ６,７０７ 
     ５４１ 

 
 
      － 
    ２,７６０ 

 
 
    ６,７０７ 
   ３,３０２ 

 
 
     － 
  (３,３０２) 

 
 
    ６,７０７ 
      － 

     計     ７,２４９     ２,７６０   １０,００９   (３,３０２)    ６,７０７ 

   営業費用     ７,１４３     ３,０７１   １０,２１５   (３,３０２)    ６,９１３ 

   営業損(△) 益      １０５   △ ３１１   △ ２０５    (  △ ０)   △ ２０５ 

 

 2.資産     ４,６２３  １７, ３４３ ２１,９６７    (   ９３) ２１,８７４ 

 

 
 
 
                     －  １５  － 
 



 
 
   3.  海外売上高           
 
    前連結会計年度（自 平成12年４月１日／至 平成13年３月31日） 
                                          (単位  百万円) 
 

    オセアニア    東南アジア    ヨ－ロッパ      計 

 Ⅰ 海外売上高     ５４３     ８３１     ３３５    １,７１１ 

 Ⅱ 連結売上高       －       －       －    ６,１２４ 

 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合（％） 

 
    ８．９ 

 
   １３．６ 

 
    ５．５ 

 
   ２８．０ 

 

 
  （注）ａ．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ｂ．各区分に属する主な国又は地域 
       (1) オセアニア         ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 
       (2) 東南アジア          韓国、シンガポ－ル、フィリピン 
       (3) ヨ－ロッパ         スイス 
     ｃ．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 
 
   当連結会計年度（自 平成13年４月１日／至 平成14年３月31日） 
                                          (単位  百万円) 
 

    オセアニア    東南アジア    ヨ－ロッパ      計 

 Ⅰ 海外売上高     ４７８   １，０５９      ８２   １，６２０ 

 Ⅱ 連結売上高       －       －       －    ６,７０７ 

 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合（％） 

 
    ７．１ 

 
   １５．８ 

 
    １．２ 

 
   ２４．２ 

 

 
   （注）ａ．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ｂ．各区分に属する主な国又は地域 
       (1) オセアニア         ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 
       (2) 東南アジア          韓国、シンガポ－ル、中国 
       (3) ヨ－ロッパ         デンマーク 
     ｃ．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     －  １６  － 



  
                ６．有  価  証  券 
 
（前連結会計年度） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在） 

 
    平成１２年大蔵省令第１１号附則第３項に基づき記載を省略しております。 
 
 
２．売却したその他有価証券（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 

 

売却額 
売却益の合計 
売却損の合計 

４３７ 百万円 
０ 百万円 

２４２ 百万円 

 
３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１３年３月３１日現在） 

 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
非上場外国債券 
投資信託等 

 
４９ 百万円 
６１ 百万円 
２０ 百万円 

 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１３年３月３１日現在） 

 
（単位：百万円） 

種 類 １ 年 以 内 １ 年 超 ５ 年 以 内 ５年超１０年以内 １ ０ 年 超 

債 券 
国 債 
社 債 
そ の 他 

 
－ 
１５ 
－ 

 
－ 
６ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 

 
１１９ 
－ 
－ 

合 計 １５ ６ － １１９ 

 
 
（当連結会計年度） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１４年３月３１日現在） 
 

（単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 
債 券 
そ の 他 

１３２ 
１２４ 
－ 

１８３ 
１４５ 
－ 

５１ 
２０ 
－ 

連結貸借対照表計
上額が取得時価を
超えるもの 

小 計 ２５７ ３２９ ７１ 

株 式 
債 券 
そ の 他 

６１２ 
６ 
－ 

３６４ 
５ 
－ 

△ ２４７ 
△ ０ 
－ 

連結貸借対照表計
上額が取得時価を
超えないもの 

小 計 ６１８ ３６９ △ ２４６ 

合 計 ８７５ ６９９ △ １７４ 

 
 
 
 
                     －  １７  － 



２．売却したその他有価証券（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
 

売却額 
売却益の合計 
売却損の合計 

６２４ 百万円 
２９ 百万円 
２３３ 百万円 

 
３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１４年３月３１日現在） 

 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 
非上場外国債券 
投資信託等 

 
６７ 百万円 
－ 百万円 
－ 百万円 

 
４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１４年３月３１日現在） 

 
（単位：百万円） 

種 類 １ 年 以 内 １ 年 超 ５ 年 以 内 ５年超１０年以内 １ ０ 年 超 

債 券 
国 債 
社 債 
そ の 他 

 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
１１ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 

 
１１９ 
－ 
－ 

合 計 － １１ － １１９ 

 
 
 
 

７．デリバテイブ取引関係 
 

 

１．取引の状況に関する事項 

 

当期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

当企業集団は、基本的に通常の業務を遂行する上で発生する債権債務の範囲内で、デリバティブ取引

を利用することとしており、通貨関連では為替予約取引、金利関係ではスワップ取引を行っております。 

為替予約取引は、主として海運収入の外貨建債権の為替変動による債権増大リスクを回避するために

利用し、また、金利スワップ取引は、長期借入金の金利上昇のリスクを回避するために利用しており、

投機目的のものではありません。 

通貨、金利関連のデリバティブ取引は、為替変動や金利の市場変動によるリスクと取引相手方の債務

不履行による信用リスクを有しております。 

なお、当社グループの取引相手先はいずれも信用度の高い銀行であるため、信用リスクはほとんどな

いと認識しております。 

当企業集団のデリバティブ取引は社内管理規程に基づいて財務担当部署で執行しており、定期的に実

施状況を担当役員に報告するとともに、残高状況を取締役会に報告しております。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

 

当期（平成１４年３月３１日現在） 

当企業集団のデリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されております。 

 

 

 
                     －  １８  － 



 
             ８．関連当事者との取引 
 
 
 （１）主要株主           
                                      （単位 百万円） 
 

 
 会 
 
 社 
 
 名 

 
 住 
 
 
 
 所 

 
   資 
 
   本 
 
   金 

 
 事 
 業 
 の 
 内 
 容 

 
 議被 
 決所 
 権有 
 等割 
 の合 

 
 役 
 員 
 の 
 兼 
 務 
 等 

 
 事 
 実 
 上 
 の 
 関 
 係 

 
 
 
  取引内容 

 
 
 
 取引金額 

 
 
 
 科目 

 
 
 
 期首 
 残高 

 
 
 
 期中 
 増加 

 
 
 
 期中 
 減少 

 
 
 
 期末 
 残高 

 営 
 業 
 取 
 引 

 
 
  － 

 
 
    － 

 
 
  － 

 
 
  － 

 
 
  － 

 
 
  － 

 
 
  － 

 
 
 直接 
 
 16.8 
 
  ％ 

 
 被 
 転 
 籍 
 
 １ 
 名  

 債  務 
 保  証 

 
 
     705 

 
 
   － 

 
 
   － 

 
 
  － 

 
 
  － 

 
 
  － 

 

 
 株 
 
 式 
 
 会 
 
 社 
 
 商 
 
 船 
 
 三 
 
 井 

 
 
 
 
 大 
 
 阪 
 
 市 
 
 北 
 
 区 

 
 
 
 
 
 
 
 
    64,915 

 
 
 
 海 
 
 
 運 
 
 
 業 
 
 
 他 

 
 
 間接 
 
  0.0 
 
  ％ 

 
 兼 
 
 任 
 
 ０ 
 名 

 
 
 
 船 
 舶 
 の 
 共 
 有 
 
 及 
 び 
 
 賃 
 貸 
 借 

 
 営 
 業 
 取 
 引 
 以 
 外 
 の 
 取 
 引 

 
 被保証 
 債  務 

 
 
     176 

 
 
   － 

 
 
   － 

 
 
  － 

 
 
  － 

 
 
  － 

 

 
 □ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 

   債務保証は、共有船建造等に係わる連帯債務のうち同社負担額に対するものであります。 

 
 （２）その他の関連当事者 
                                      （単位 百万円） 
 

 
 会 
 
 社 
 
 名 

 
 住 
 
 
 
 所 

 
  資 
 
  本 
 
  金 

 
 事 
 業 
 の 
 内 
 容 

 
 議所 
 決有 
 権割 
 等合 
 の 

 
 役 
 員 
 の 
 兼 
 務 
 等 

 
 事 
 実 
 上 
 の 
 関 
 係 

 
 
 
  取引内容 

 
 
 
 取引金額 

 
 
 
 科  目 

 
 
 
 期首 
 残高 

 
 
 
 期中 
 増加 

 
 
 
 期中 
 減少 

 
 
 
 期末 
 残高 

 

 乾 
 光 
 海 
 運 
 株 
 式 
 会 
 社 

 
 神 
 戸 
 市 
 中 
 央 
 区 

 
 
 
    90 

 船 
 舶 
 用 
 品 
 の 
 売 
 買 
 等 

 
 
 直接 
 
 19.4 
 
  ％ 

 
 兼 
 
 任 
 
 １ 
 名 

 船 
 舶 
 用 
 品 
 の 
 購 
 入 
 等 

 
 
 営 
 業 
 取 
 引 

 
 
 船舶用品 
 の購入 

 
 
 
     128 

 
 
 海運業 
 未払金 

 
 
 
   44 

 
 
 
  128 

 
 
 
  130 

 
 
 
   42 

 

 
 □ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 
 
   船舶用品の購入については、市場の実勢に基づき一般的取引条件と同様に決定しております。 
 
 
                     －  １９  － 



９．重要な後発事象 
 
 
  資産（船舶）の譲渡 
 
   当企業集団は、以下の船舶１隻を海外に売却いたしました。 
 

船 名 売 却 先 契 約 締 結 日 売 却 日 売 却 価 格 売 却 損 

KEN YO 
SINGAPORE STRAITS 
NAVIGATION CORP． 
PANAMA 

平成14年3月27日 平成14年5月10日 987百万円 480百万円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     －  ２０  － 


